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（趣旨） 

第１条 この要領は、奈良先端科学技術大学院大学が有する研究設備等の整備・

共用の推進に関する規程（令和６年規程第４号。以下「共用規程」という。）

第７条の規定に基づき、マテリアル研究プラットフォームセンター（以下「セ

ンター」という。）が保有する研究設備・機器（以下「共用設備」という。）の

共同利用（以下「共用」という。）を推進する事業（以下「本事業」という。）

に関し、必要な事項を定める。 

 

（共用の推進） 

第２条 本事業は、共用設備の共用を推進するため、共用規程第５条第１項各号

に掲げる支援業務を行う。 

 

（利用条件） 

第３条 共用設備の共用を推進するに当たっては、共用規程第２条に定める目

的の下、奈良先端科学技術大学院大学（以下「本学」という。）の研究及び教

育に支障がなく、かつ、共用設備を利用しようとする者の要請に応え、又は健

全な事業活動に資すると認められる場合に限り行うものとする。 

 

（利用資格） 

第４条 共用設備を利用することができる者は、次に掲げるものとする。 

（１）本学の教職員及び学生（特別研究学生、研究生及び特別学修生を含む。） 

（２）本学以外の学術研究機関に所属する研究者及び有識者 

（３）企業等に所属する研究者及び有識者 

（４）その他マテリアル研究プラットフォームセンター長（以下「センター長」

という。）が認める者 

 

（利用責任者） 

第５条 共用設備を利用する場合は、共用設備の利用事案ごとに利用責任者を

置かなければならない。 

２ 利用責任者は、当該利用事案について、共用設備を利用する者（以下「利用

者」という。）及び共用設備の利用状況を管理しなければならない。 

３ 利用責任者は、次の各号に掲げる利用者の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定めるものをもって充てる。ただし、共用設備を利用する本人が当該各号に定

めるものに該当する場合は、当該本人を利用責任者とすることができる。 



 

（１）前条第１号に定める者  所属する研究室の教員 

（２）前条第２号から第４号までに定める者  共用設備を利用して行う研究

の責任者 

 

（利用申請） 

第６条 第４条第１号に定める者が共用設備を利用する場合は、利用する共用

設備に応じて、センター長への申請等の必要な手続を経なければならない。 

２ 第４条第２号から第４号までに定める者が共用設備を利用する場合は、セ

ンター長に申請し、その承認を受けなければならない。 

 

（利用審査） 

第７条 センター長は、前条第２項に定める利用申請について、共用設備の利用

の可否を決定し、当該決定を申請者に通知するものとする。 

 

（共用設備及び利用料金） 

第８条 利用者に提供する共用設備は、別表のとおりとする。 

２ 前項の共用設備の利用料金は、共用規程第５条第２項の定めに基づき、別表

に定める額に消費税及び地方消費税の相当額を加えた額（以下「直接経費」と

いう。）並びに共用設備の利用に伴う本学の管理等に必要な間接経費として直

接経費の３０パーセントに相当する額の合算額とする。 

３ 前項の場合において、特に必要があると認められるときは、センター長は利

用料金の一部又は全額を免除することができる。 

４ 利用料金は、前納とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、センター長が認めた場合は、共用設備の利用後に

利用料金を納付することができる。 

６ 本学は、原則として納付された利用料金は利用者に返還しない。 

 

（利用報告） 

第９条 利用者は、共用設備の利用を終了した年度の年度末までに、利用内容を

センター長に報告しなければならない。ただし、センター長が不要と認めた場

合は、この限りでない。 

 

（遵守事項） 

第１０条 利用者は、共用設備の利用に関し、センター長が指示する事項及び次

に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）承認された利用目的以外に利用しないこと。 

（２）共用設備を第三者に利用させないこと。 

（３）共用設備に特別の工作をし、又は現状を変更しないこと。ただし、センタ

ー長が認める場合を除く。 

（４）共用設備の保全に努めること。 



 

（５）共用設備に異常がある場合は、直ちに利用責任者及び共用設備の管理者に

報告し、その指示に従うこと。 

（６）事故等の危険を引き起こすおそれがある行為を行わないこと。 

（７）その他本学の研究及び教育に支障となる行為を行わないこと。 

 

（中止等） 

第１１条 センター長は、前条に定める遵守事項のいずれかに違反する行為若

しくは状態がある場合、又は次の各号のいずれかに該当する場合は、共用設備

の利用の承認を取り消し、又はその利用を中止させることができる。 

（１）利用者がこの要領その他の学内規則及び法令に違反し、又は違反するおそ

れがあるとセンター長が認めるとき。 

（２）利用者が利用申請等の手続において虚偽の報告をしたとき。 

（３）利用者が利用料金を本学が指定する期日までに納付しないとき。 

（４）本学の管理上の事由により、共用設備の利用に支障があるとセンター長が

認めるとき。 

２ 本学は、前条に定める遵守事項及び前項第１号から第３号までの事由によ

り、共用設備の利用の承認を取り消し、又はその利用を中止させたことにより

利用者に生じた損害については、その責を負わない。 

３ 本学及び利用者は、天災その他本事業の遂行上やむを得ない事由がある場

合、相手方と協議の上、共用設備の利用を中止し、又は利用期間を延長するこ

とができる。この場合において、本学は、その利用を中止させたことにより利

用者に生じた損害については、その責を負わない。 

 

（原状回復） 

第１２条 利用者は、共用設備の利用を終えたとき（前条第１項の規定により利

用の承認を取り消し、又は利用を中止させた場合を含む。）は、直ちに原状に

回復するとともに、共用設備の管理者の検査を受けなければならない。ただし、

センター長が不要と認めた場合は、この限りでない。 

 

（秘密保持） 

第１３条 センターに所属する教職員及び利用者は、共用設備の利用により、相

手方から提供若しくは開示を受け、又は知り得た技術上若しくは営業上の一

切の情報であって、次の各号のいずれかに該当するもの（以下「秘密情報」と

いう。）を本事業以外の目的に使用してはならない。 

（１）「秘」等秘密である旨の表示を付した図面、技術資料等文書又は電子媒体

により開示される情報 

（２）口頭で開示される情報であって、開示の際に秘密である旨明示され、開示

後１５日以内に開示内容が記載され、かつ、「秘」等秘密の旨の表示を付し

た文書で提供された情報 

（３）試料、サンプルその他物で開示される情報であって、開示の際に秘密であ



 

る旨明示され、開示後１５日以内に当該物を特定できる内容が記載され、か

つ、「秘」等秘密の旨の表示を付した文書が提供された当該物に係る情報 

２ センターに所属する教職員及び利用者は、秘密情報を開示し、又は漏洩して

はならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報については、この限

りでない。 

（１）開示を受け、又は知得した際、既に自己が保有していたことを証明できる

情報 

（２）開示を受け、又は知得した際、既に公知となっている情報 

（３）開示を受け、又は知得した後、自己の責めによらずに公知となった情報 

（４）正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを証明できる情報 

（５）相手方から開示された情報によることなく独自に開発し、又は取得してい

たことを証明できる情報 

（６）書面により事前に相手方の同意を得た情報 

 

（事故補償の免責等） 

第１４条 利用者（第４条第２号から第４号までに定める者をいう。以下この条

において同じ。）が、共用設備の利用に当たって事故、災害等に遭遇した場合

は、当該利用者が所属する学術研究機関又は企業等が、従業員に適用する補償

制度をもって補償することを原則とする。ただし、当該事故、災害等が、本学

の責に帰すべき事由による場合は、この限りでない。 

２ 利用者が共用設備の利用に当たって提出した実験用試料等を滅失し、又は

毀損した場合は、本学の責めに帰すべき事由によるときを除き、本学はその責

を負わない。 

３ 利用者は、共用設備の利用によって第三者との間で紛争が生じた場合は、自

己の責任と負担により解決するものとし、本学はその責を負わない。 

 

（損害賠償） 

第１５条 利用者は、故意又は過失（第４条第１号に定める者にあっては、故意

又は重大な過失）により共用設備を滅失し、又は毀損した場合は、これを原状

に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

 

（存続条項） 

第１６条 第１３条から第１５条までの規定は、利用者が共用設備の利用を終

了した後も、各条項の遵守に必要な限りにおいて引き続き効力を有するもの

とする。 

 

（会計） 

第１７条 本事業の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日までと

する。 

２ 直接経費による収入は、本事業において利用者に提供する共用設備の維持



 

管理等に資するもののみを当該収入のあった会計年度の収益として計上し、

これ以外のものは翌会計年度に繰り越し、共用規程第３条第１項の基本方針

に基づいて措置する共用設備の整備等に充当することができる。 

 

（雑則） 

第１８条 この要領に定めのない事項については、国立大学法人奈良先端科学

技術大学院大学が定める規則等の定めるところによるほか、センター長が別

に定める。 

 

 

   附 則 

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要領は、令和６年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 


